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証券コード　6540
平成29年３月10日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 芝 浦 一 丁 目 ２ 番 ３ 号

株 式 会 社　船　　場
代表取締役社長　栗 山 浩 一

第56回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第56回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただ
き、平成29年３月27日（月曜日）午後６時までに到着するようご送付くださいますようお願い
申し上げます。

敬　具
   記   

１．日 時 平成29年３月28日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都港区芝浦一丁目２番３号

シーバンスＳ館１階  大ホール
３．会 議 の

目的事項
報告事項 １．‌�第56期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）事業報告、連結

計算書類及び計算書類の内容報告の件
２．‌�会計監査人及び監査等委員会の第56期連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案　�取締役（監査等委員である取締役を除く） 
６名選任の件

第２号議案　�監査等委員である取締役３名選任の件
以　上

●�当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のため、この「招集ご通知」
をご持参くださいますようお願い申し上げます。

●�本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては法令及び
定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.semba1008.co.jp）に掲載しておりますので、
本招集ご通知には掲載しておりません。

●�株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://
www.semba1008.co.jp）に掲載させていただきます。

●�総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。
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同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
株主総会当日は、資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申し上げます。

郵送にて議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送
ください。

行使期限 平成29年３月27日（月曜日）午後６時必着

株主総会にご出席いただける場合

株主総会日時 平成29年３月28日（火曜日）午前10時開催
（受付開始は午前９時を予定しております。）
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第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
　本定時株主総会の終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く）６名が任期満了となりますので、
改めて取締役（監査等委員である取締役を除く）６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関し、監査等委員会は、当社の企業価値向上の観点から、各候補者を取締役に選任することが
適切であるとの意見を有しています。
　監査等委員である取締役以外の取締役候補者は次のとおりであります。
【参考】候補者一覧
候補者
番　号 氏　名 現在の地位 出席回数／取締役会

1 再 任 栗 山 浩 一（くりやま　ひろかず） 代表取締役社長 18回／18回

2 再 任 伊 藤 進 悟（いとう　しんご） 取 締 役
常 務 執 行 役 員 18回／18回

3 再 任 千 田 浩 一（せんだ　こういち） 取 締 役
常 務 執 行 役 員 18回／18回

4 再 任 小 山 秀 雄（こやま　ひでお） 取 締 役
執 行 役 員 18回／18回

5 再 任 鈴 木 裕 之（すずき　ひろゆき） 取 締 役
執 行 役 員 18回／18回

6 再 任 栗 山 　 茂（くりやま　しげる） 取 締 役 18回／18回

議案及び参考事項

3

株主総会参考書類
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候補者
番　号

1
栗
くり

山
やま

浩
ひろ

一
かず 略歴、当社における地位及び担当

昭和60年 4 月 当社 監査役
平成元年 4 月 当社 取締役
平成 6 年 2 月 当社 常務取締役
平成 9 年 5 月 当社 代表取締役副社長
平成13年 5 月 当社 代表取締役社長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
栗山浩一氏につきましては、当社入社以来、経営に従事し、監査役を経て取締役
に就任しております。
取締役就任後は商環境創造事業や経営全般に関する経験と知見を広め、平成13
年に当社代表取締役社長に就任し、当社及び当社グループの経営全般を牽引し統
括しております。
当該グループ経営の長年に渡る幅広い経験と見識を今後も当社の経営に反映すべ
く、引き続き取締役候補者といたしました。

再 任

生年月日
昭和37年５月14日　満54歳
取締役在任年数
27年11か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
所有する当社の株式数
915,000株

候補者
番　号

2
伊
い

藤
とう

進
しん

悟
ご 略歴、当社における地位及び担当

昭和57年 4 月 当社 入社
昭和61年 2 月 一級建築士 登録
平成22年 7 月 当社 第１事業本部長
平成23年 3 月 当社 取締役 第１事業本部長
平成26年 3 月 当社 取締役 常務執行役員 第１事業本部、

第２事業本部担当、第３事業本部長
平成29年 1 月 当社 取締役 常務執行役員 第１事業本部、

第２事業本部、第３事業本部担当
生産管理本部長（現任）

重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
伊藤進悟氏につきましては、当社入社以来、設計・デザイン業務に従事し、一級
建築士の資格を保有し、事業本部長を経て平成23年に取締役に就任しておりま
す。
取締役就任後は経営全般に関する経験と知見を広めるとともに、当社及び当社グ
ループの国内商環境創造事業を統括し、顧客基盤の拡大による営業強化に取り組
んでおります。
当該設計・デザインや営業全般における豊富な経験と見識を当社の経営に反映す
べく、引き続き取締役候補者といたしました。

再 任

生年月日
昭和34年４月11日　満57歳
取締役在任年数
６年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
所有する当社の株式数
10,000株
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候補者
番　号

3
千
せん

田
だ

浩
こう

一
いち 略歴、当社における地位及び担当

平成13年 4 月 公認会計士 登録
平成20年 3 月 株式会社ワールド 経営管理副本部長
平成22年 6 月 株式会社シャルレ 取締役
平成24年 8 月 当社 管理本部長付
平成25年 3 月 当社 取締役 執行役員 管理本部長
平成28年 1 月 当社 取締役 常務執行役員 管理本部長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
千田浩一氏につきましては、企業経営における多様な経験に加え、公認会計士の
資格を保有し、財務及び会計に関する豊富な経験と幅広い見識を有しており、平
成25年に取締役に就任しております。
取締役就任後は経営全般に関する経験と知見を広め、経営管理部門を担当し、当
社及び当社グループの管理・運営業務を統括しております。
当該経営管理における豊富な経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き続き取
締役候補者といたしました。

再 任

生年月日
昭和39年10月31日　満52歳
取締役在任年数
４年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
所有する当社の株式数
10,000株

候補者
番　号

4
小
こ

山
やま

秀
ひで

雄
お 略歴、当社における地位及び担当

昭和61年 4 月 当社 入社
平成22年 1 月 当社 国際本部長
平成23年 3 月 当社 取締役 国際本部長
平成25年 3 月 当社 取締役 執行役員 国際本部長
平成28年 1 月 当社 取締役 執行役員 国際事業本部長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
小山秀雄氏につきましては、当社入社以来、設計・デザイン業務及び海外拠点の
設立・運営に従事し、国際本部長を経て平成23年に取締役に就任しております。
取締役就任後は経営全般に関する経験と知見を広め、国際事業部門を担当し、当
社及び当社グループの海外業務を推進しております。
当該国際事業における豊富な経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き続き取
締役候補者といたしました。

再 任

生年月日
昭和38年11月９日　満53歳
取締役在任年数
６年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
所有する当社の株式数
10,000株

5
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候補者
番　号

5
鈴
すず

木
き

裕
ひろ

之
ゆき 略歴、当社における地位及び担当

昭和58年 4 月 当社 入社
平成元年 2 月 一級建築士 登録
平成 6 年 4 月 中小企業診断士 登録
平成24年 1 月 当社 開発事業本部長
平成26年 1 月 当社 執行役員 開発事業本部長
平成27年 3 月 当社 取締役 執行役員 開発事業本部長（現任）
重要な兼職の状況
特になし

取締役候補者とした理由
鈴木裕之氏につきましては、当社入社以来、設計・デザイン業務に従事し、一級
建築士の資格を保有し、開発事業本部長を経て平成27年に取締役に就任してお
ります。
取締役就任後は経営全般に関する経験と知見を広め、大型商業施設を扱う大手デ
ベロッパーに対する開発事業部門を担当し、当社及び当社グループの営業を推進
しております。
当該開発事業部門の豊富な経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き続き取締
役候補者といたしました。

再 任

生年月日
昭和35年８月25日　満56歳
取締役在任年数
２年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
所有する当社の株式数
8,800株

候補者
番　号

6
栗
くり

山
やま

　 茂
しげる 略歴、当社における地位及び担当

平成 3 年 5 月 当社 監査役
平成 9 年 5 月 当社 取締役（現任）
平成17年 4 月 ノンスケール株式会社 代表取締役社長（現任）
重要な兼職の状況
ノンスケール株式会社 代表取締役社長

取締役候補者とした理由
栗山　茂氏につきましては、当社入社以来、経営及び設計・デザイン業務に従事
し、海外での業務経験を経て平成９年に取締役に就任しております。
取締役就任後は経営全般に関する経験と知見を広め、子会社ノンスケール株式会
社の代表取締役を兼務しながら当社及び当社グループの国内外における設計・デ
ザイン業務を推進しております。
当該国際的な設計・デザイン分野における豊富な経験と見識を当社の経営に反映
すべく、引き続き取締役候補者といたしました。

再 任

生年月日
昭和43年１月７日　満49歳
取締役在任年数
19年10か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
所有する当社の株式数
290,000株

（注）	１.	 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
	 ２.	� 候補者栗山浩一氏は、現在親会社である株式会社リヤ興産の代表取締役に昭和57年７月に就任し、現任しております。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　本定時株主総会の終結の時をもって監査等委員である取締役３名が任期満了となりますので、改めて監査等委
員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案は監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
【参考】候補者一覧
候補者
番　号 氏　名 現在の地位 出席回数／取締役会

出席回数／監査等委員会

1 再 任 社 外 清 水 　 武（しみず　たけし） 社 外 取 締 役
常勤監査等委員

18回／18回
15回／15回

2 再 任 社 外 長 田 有 喜（ながた　ゆき） 社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

18回／18回
15回／15回

3 新 任 社 外 藤 吉 　 彰（ふじよし　あきら） 社 外 取 締 役
監 査 等 委 員 ―

7
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候補者
番　号

1
清
し

水
みず

　 武
たけし 略歴、当社における地位及び担当

昭和53年 4 月 日産自動車株式会社 入社
平成13年 2 月 同社 国内内部監査室室長
平成18年 9 月 株式会社RHJインターナショナル・ジャパン

インターナルオーディットディレクター
平成21年 2 月 株式会社シグマクシス 監査役
平成24年 3 月 当社 常勤監査役
平成27年 5 月 当社 社外取締役 常勤監査等委員（現任）
重要な兼職の状況
株式会社装備 監査役、株式会社レリア 監査役

社外取締役候補者とした理由
清水　武氏につきましては、国内及び海外における監査人としての豊富な経験と
幅広い見識を有しており、監査役を経て平成27年に監査等委員である社外取締
役に就任しております。
社外取締役就任後は、経営に対する監督及び監査機能の向上並びに当社のコーポ
レートガバナンスの充実・強化に貢献しております。
当該監査分野における幅広い経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き続き監
査等委員である社外取締役候補者といたしました。

再 任 社 外

生年月日
昭和29年５月22日　満62歳
社外取締役在任年数
２年（本株主総会終結時）
監査等委員である取締役在任年数
２年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
監査等委員会への出席状況
15回／15回
所有する当社の株式数
0株

候補者
番　号

2
長
なが

田
た

有
ゆ

喜
き 略歴、当社における地位及び担当

平成 4 年 5 月 米国ノートルダム大学 経営学修士
マーケティング専攻修了

平成12年 1 月 フラワーファーム株式会社 代表取締役
平成14年 1 月 有限会社アーサー・リリーコンサルティング 

代表取締役社長（現任）
平成17年 4 月 デジタルハリウッド大学 教授（現任）
平成26年 4 月 東京家政大学 非常勤講師（現任）
平成27年 5 月 当社 社外取締役 監査等委員（現任）
重要な兼職の状況
有限会社アーサー・リリーコンサルティング 代表取締役社長
デジタルハリウッド大学 教授、東京家政大学 非常勤講師

社外取締役候補者とした理由
長田有喜氏につきましては、企業ブランディング、グローバルビジネスやマーケ
ティングに関する豊富な経験と幅広い知見を有しており、平成27年に監査等委
員である取締役に就任しております。
社外取締役就任後は、企業ブランディング等の専門家としての見地から経営に対
する監督及び助言を通じ、当社のコーポレートガバナンスの充実・強化に貢献す
るとともに女性の視点から女性活躍推進に向けた提言を行っております。
当該企業ブランディング等の幅広い経験と見識を当社の経営に反映すべく、引き
続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

再 任 社 外

生年月日
昭和37年１月８日　満55歳
社外取締役在任年数
１年10か月（本株主総会終結時）
監査等委員である取締役在任年数
１年10か月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
18回／18回
監査等委員会への出席状況
15回／15回
所有する当社の株式数
0株
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候補者
番　号

3
藤
ふじ

吉
よし

　 彰
あきら 略歴、当社における地位及び担当

昭和51年 4 月 エーザイ株式会社 入社
昭和63年 8 月 同社 米国子会社Eisai America, Inc.出向
平成 9 年 4 月 同社 米国子会社Eisai Research Institute of Boston 

Inc.出向
平成18年 6 月 同社 執行役 コーポレートコミュニケーション・IR担当
平成21年 6 月 同社 取締役 監査委員会委員
平成26年 6 月 同社 顧問
重要な兼職の状況
特になし

社外取締役候補者とした理由
藤吉　彰氏につきましては、米国の研究子会社設立等を通じたグローバルビジネ
スの経験と、広報・IRを中心としたマネジメントに関する豊富な経験と幅広い知
見を有しております。
また、指名委員会等設置会社における監査委員会委員として、役員の職務執行の
監督の経験、日本監査役協会の理事としての活動経験を有しております。
当該グローバルビジネス、広報・IR及び監査分野における幅広い経験と見識を当
社の経営に反映すべく、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

新 任 社 外

生年月日
昭和29年３月19日　満62歳
社外取締役在任年数
─
監査等委員である取締役在任年数
─
取締役会への出席状況
─
所有する当社の株式数
0株

（注）	１.	 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
	 ２.	� 当社は清水　武氏及び長田有喜氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。な

お、候補者藤吉　彰氏が選任された場合には、同氏も独立役員に指定し、同取引所に届け出る予定です。
	 ３.	� 当社では、独立社外取締役は会社法上の要件に加え、東京証券取引所に定める独立役員の独立性判断基準を満たす者を候補

者として選定することとしています。
	 ４.	� 清水　武氏及び長田有喜氏と締結している責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。なお、候補者藤吉　彰氏が

選任された場合には、同内容の責任限定契約を締結する予定です。
		  （責任限定契約の内容の概要）
		�  在任中、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、社外取締役が職務を行うにつき善意でかつ重大な

過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、会社に対し損害賠償責任を負うものとし、
当該限度額を超える部分については、会社は社外取締役を免責するものとする。

ご参考  取締役（監査等委員である取締役を除く）・監査等委員である取締役の選任と指名の方針・手続
取締役候補者の選定に際しては、当社の事業領域に関する豊富な経験や広範かつ専門的な知識を有し、適切かつ迅速な意思決定と
職務遂行能力等を勘案して決定する方針であります。
社外取締役候補者の選定に際しては、取締役の職務執行を監査・監督するための豊富な経験、財務・会計・経営・マーケティング
に関する知見等、当社の事業領域に関する知識等を勘案して決定する方針であります。

以　上

9
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1	 企業集団の現況に関する事項
１.	事業の経過及び成果
❶	事業の状況
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢の改善などにより個人消費は緩やかに持ち直している中、新
興国の経済成長の鈍化による設備投資の伸び悩みなどから、足踏み状態が続きました。
　当社グループを取り巻く事業環境におきましては、一部の業種・顧客においては投資の減少が見られたもの
の、総じて商業施設の新装・改装需要が堅調に推移いたしました。
　このような状況の中、当社グループでは企業理念に「“サクセスパートナー”私たちは商環境の創造を通じて社会
の繁栄に貢献します」を掲げ、中期経営計画において「SEMBA BRANDの確立を目指し、個とグループの力を結
集させ、グローバルに価値を共創する成長企業となる」べく、収益の拡大と生産性の向上に努めてまいりました。
　その結果、当連結会計年度の営業の概況につきましては、大型店、SCのオープン需要や駅ビル等の新装・改装
需要を堅調に獲得したものの、専門店分野において前連結会計年度程の高水準の受注を獲得できなかったことも
あって、売上高は27,615百万円（前期比10.1％減）となりました。
　また利益面におきましては、売上高の減少、また、株式上場に伴う管理費用等の増加もあり、経常利益につい
ては1,721百万円（前期比16.5％減）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益については繰越欠損金の
解消や資本金増加に伴う法人税負担の増加により1,097百万円（前期比30.2％減）となりました。
　なお、当社グループは商環境創造事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま
す。

第55期 第56期
（当期）

30,732

売上高
（単位：百万円）

前期比
10.1％減

27,615

第55期 第56期
（当期）

2,062

経常利益
（単位：百万円）

前期比
16.5％減

1,721

第55期 第56期
（当期）

1,572

親会社株主に帰属する当期純利益
（単位：百万円）

前期比
30.2％減

1,097
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❷	設備の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は131,011千円であります。
　主なものは、当社におけるOA機器等の購入に18,336千円、業務の効率化のための社内システムへの投資に
13,888千円、また子会社における工作機器の購入に44,311千円であります。
　なお、当連結会計年度における重要な設備の除却、売却等はありません。

❸	資金調達の状況
　当社は、平成28年12月19日に東京証券取引所市場第二部へ上場し、公募増資及び自己株式の処分を実施し、
1,252,912千円の資金を調達いたしました。

２.	財産及び損益の状況の推移
❶	企業集団の財産及び損益の状況

期　別
区　分

第53期
（平成25年 1 月 1 日から

平成25年12月31日まで）
第54期

（平成26年 1 月 1 日から
平成26年12月31日まで）

第55期
（平成27年 1 月 1 日から

平成27年12月31日まで）
第56期

（平成28年 1 月 1 日から
平成28年12月31日まで）

売上高 （千円） ― 24,595,851 30,732,301 27,615,497
経常利益 （千円） ― 1,057,469 2,062,580 1,721,500
親会社株主に帰属する
当期純利益 （千円） ― 543,178 1,572,858 1,097,297

１株当たり当期純利益 （円） ― 67.56 183.54 124.42
総資産 （千円） ― 14,447,366 16,853,394 17,914,782
純資産 （千円） ― 4,686,358 6,298,217 8,426,763

（注）	１.	 当社は第54期から連結決算を行っておりますので、第53期の各数値は記載しておりません。
	 ２.	� 平成28年10月５日付で普通株式１株につき50株の株式分割を行っておりますが、第54期の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。

11
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３.	対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、緩やかな回復基調にある雇用者所得や引き続き増加が見込まれる訪日観光客等
を背景に、国内における経済環境は緩やかな回復傾向で推移するものとみられます。
　当社グループを取り巻く事業環境におきましては、景気回復基調による開発投資の増大等により堅調に推移す
ることが想定されますが、一方で、建設コストの高騰や景気先行き不透明感による投資の先送り等、受注環境に
影響を及ぼすことも懸念されます。
　このような状況の下、当期に実現しました東京証券取引所上場による社会的信用の強化や認知拡大を活かし、
積極的な採用強化と営業活動拡大を図り、更なる収益の拡大と生産性の向上に努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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４.	重要な親会社及び子会社の状況
❶	親会社との関係
　当社の親会社は㈱リヤ興産であり、当社の議決権の46.22％を有しています。

❷	重要な子会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 事業内容

㈱装備 96,000千円 100.00％ 店舗什器の製作及び内装施工・監理

㈱レリア 50,000千円 100.00％
陳列用具の設計・製作・販売及び商業施設の
保守・メンテナンスサービス

台湾船場室内装修股份有限公司 20,000,000NT$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工
香港船場有限公司 3,000,000HK$ 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工
SEMBA VIETNAM CO.,LTD. 6,268,500,000VND 100.00％ 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工

上海船場建築装飾有限公司 12,785,347.65元
100.00％

（100.00％） 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工

SEMBA SINGAPORE PTE. LTD. 700,000S$
100.00％

（100.00％） 商業施設における内装の企画・設計・監理・施工

（注）	 議決権比率の（　）内の数字は、間接保有する議決権比率を内数で記載しております。

５.	主要な事業内容（平成28年12月31日現在）

❶	商業施設及びインテリアの企画、設計、監理並びに施工
❷	経営指導及び経営診断並びに市場調査
❸	商業施設の管理、運営及び販売促進
❹	陳列用品の設計、製作及び販売
❺	一般建築業

13
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６.	主要な事業所（平成28年12月31日現在）

名　称 所在地

本　社 東京都港区芝浦一丁目２番３号
中部オフィス 愛知県名古屋市
関西オフィス 大阪府大阪市
九州オフィス 福岡県福岡市
㈱装備 東京都港区
㈱レリア 東京都港区
台湾船場室内装修股份有限公司 台湾 台北市
香港船場有限公司 香港
SEMBA VIETNAM CO.,LTD. ベトナム ホーチミン市
上海船場建築装飾有限公司 中国 上海市
SEMBA SINGAPORE PTE. LTD. シンガポール

７.	従業員の状況（平成28年12月31日現在）

❶	企業集団の従業員の状況
従業員数 前連結会計年度末比増減

名 名（増）
591 4

（注）	１.	� 当社グループから当社グループ外への出向者はなく、また当社グループ外から当社グループへの出向者の受け入れもありま
せん。

	 ２.	 従業員数には契約社員60名を含みます。
	 ３.	 従業員数には臨時従業員は含んでおりません。

❷	当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

名 名　 才 年
407 0 40.4 14.6

（注）	１.	 従業員数には当社から社外への出向者17名を含まず、社外から当社への出向者３名を含んでおります。
	 ２.	 従業員数には契約社員53名を含みます。
	 ３.	 従業員数には臨時従業員は含んでおりません。
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2	 株式に関する事項（平成28年12月31日現在）

１.	発行可能株式総数・発行済株式総数及び株主数
❶	発行可能株式総数	 38,400,000株
❷	発行済株式総数	 9,832,500株	
❸	株主数	 4,327名

２.	大株主の状況

株主名
当社への出資状況

持株数 持株比率
株 ％

㈱リヤ興産 4,545,000 46.22
栗　山　浩　一 915,000 9.30
船場従業員持株会 899,300 9.14
栗　山　嘉　子 290,000 2.94
栗　山　　　茂 290,000 2.94
廣　澤　敦　子 180,000 1.83
野村信託銀行株式会社（投信口） 51,000 0.51
東海東京証券株式会社 39,400 0.40
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 38,500 0.39
日本証券金融株式会社 28,400 0.28

15
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3	 新株予約権等に関する事項
新株予約権の状況
当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要 

（平成28年12月31日現在）

名　称 第１回新株予約権
決議年月日 平成26年３月24日
新株予約権の数 200個
保有人数
取締役（監査等委員である取締役、
社外取締役を除く）

４名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数 当社普通株式　10,000株

新株予約権の発行価額 無償
新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額 １株当たり280円

新株予約権の行使期間 自 平成28年12月19日　至 平成36年６月15日

新株予約権の主な行使条件

a	� 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の
取締役、監査役、従業員又は顧問の地位にあることを要する。

b	� 当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されていなければ
新株予約権は行使できない。

c	 対象者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
d	� 新株予約権に関するその他の条件については、当社と対象者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による
承認を要するものとする。
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4	 会社役員に関する事項
１.	取締役の状況（平成28年12月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 栗　山　浩　一
取 締 役 伊 藤 進 悟 常務執行役員　第１事業本部、第２事業本部担当　第３事業本部長

取 締 役 千 田 浩 一 常務執行役員　管理本部長

取 締 役 小 山 秀 雄 執行役員　国際事業本部長

取 締 役 鈴 木 裕 之 執行役員　開発事業本部長

取 締 役 栗 山 　 茂 ノンスケール㈱　代表取締役社長

取 締 役
（常勤監査等委員） 清 水 　 武 ㈱装備　監査役

㈱レリア　監査役
取 締 役

（ 監 査 等 委 員 ） 松 居 克 彦

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 長 田 有 喜

㈲アーサー・リリーコンサルティング　代表取締役社長
デジタルハリウッド大学　教授
東京家政大学　非常勤講師

（注）	１.	 取締役清水　武、松居克彦及び長田有喜の３氏は、社外取締役であります。
	 ２.	� 常勤監査等委員清水　武氏は、長年にわたる経理・監査業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
	 ３.	� 当社は、清水　武氏、松居克彦氏及び長田有喜氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
	 ４.	 監査等委員会の体制は次のとおりであります。
		  委員長　清水　武　委員　松居克彦　委員　長田有喜
		  監査等委員会は、社内からの円滑な情報収集のため、常勤の監査等委員を選定しております。
	 ５.	 平成29年１月１日付けで取締役の担当及び重要な兼職の状況が次のとおり変更となりました。

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 伊 藤 進 悟 常務執行役員　第１事業本部、第２事業本部、第３事業本部担当　生産管理本部長

17
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		  （ご参考）
		  当社は執行役員制度を導入しております。取締役兼務者を除く執行役員は次のとおりであります。

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

上 席 執 行 役 員 山 本 　 泉 ㈱装備　代表取締役

上 席 執 行 役 員 中 　 和 久 第１事業本部長

執 行 役 員 佐 藤 重 幸 経営企画室長

執 行 役 員 丸 目 祐 一 第２事業本部長

執 行 役 員 豊 永 泰 輔 生産管理本部長

		  なお平成29年１月１日付けで執行役員の担当及び重要な兼職の状況が次のとおり変更となりました。
地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

上 席 執 行 役 員 山 本 　 泉 ㈱装備　代表取締役

上 席 執 行 役 員 中 　 和 久 第１事業本部長

執 行 役 員 佐 藤 重 幸 経営企画室長

執 行 役 員 丸 目 祐 一 第２事業本部長

執 行 役 員 浅 田 良 太 第３事業本部長

２.	責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との責任限定契約に関する規定を定款に設けており、
本規定に基づき、社外取締役全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。
（責任限定契約の内容の概要）
　�　在任中、その任務を怠ったことにより会社に損害を与えた場合において、社外取締役が職務を行うにつき善

意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、会社に対し
損害賠償責任を負うものとし、当該限度額を超える部分については、会社は社外取締役を免責するものとす
る。
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３.	取締役の報酬等の総額
❶	役員報酬の額又はその算定方法の決定方針
　取締役の報酬等については、株主総会で承認された報酬等の限度内で、監査等委員以外の取締役については取
締役会の決議により決定し、監査等委員である取締役の報酬については監査等委員の協議により決定されます。
　各取締役の報酬額は、役員報酬規程及び報酬内規に基づき算定されます。

❷	当事業年度に係る取締役の報酬等の額
区　分 支給人員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く） 6名 143,848千円
取締役（監査等委員） 3名 21,000千円

（うち社外取締役） （3名） （21,000千円）
合　計 9名 164,848千円

４.	社外役員に関する事項
❶	他の法人等の社外役員の兼職状況
　当社の社外取締役である清水武氏は、㈱装備及び㈱レリアの監査役を兼任しております。なお、これらの会社
は当社の100％子会社であり売上及び仕入等の取引関係があります。
　当社の社外取締役である長田有喜氏は、㈲アーサー・リリーコンサルティングの代表取締役を兼任しておりま
す。なお、同社と当社の間には特別な関係はありません。

❷	当事業年度における主な活動状況
　当事業年度における社外役員の主な活動状況は以下のとおりです。

区　分 氏　名 主な活動状況

社 外 取 締 役

清 水 　 武 当事業年度に開催された取締役会18回及び監査等委員会15回の全てに出席し、財務
経理部門の経験を活かし、議案審議などにつき適宜質問、助言を行っております。

松 居 克 彦
当事業年度に開催された取締役会18回及び監査等委員会15回の全てに出席し、上場
企業を含む企業経営の豊富な経験を活かし、議案審議などにつき適宜質問、助言を行
っております。

長 田 有 喜
当事業年度に開催された取締役会18回及び監査等委員会15回の全てに出席し、企業
ブランディング、グローバルビジネスやマーケティングに関する知見を活かし、専門
的見地から議案審議などにつき適宜質問、助言を行っております。
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5	 会計監査人に関する事項
❶	会計監査人の名称
　仰星監査法人

❷	報酬等の総額
支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 24,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,500千円

（注）	１.	� 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

	 ２.	� 当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等の妥当性を確認
した上で、会計監査人の報酬等に同意いたしました。

❸	非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるコンフォートレター作成業
務についての対価を支払っております。

❹	会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
等委員会の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保でき
ないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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6	 業務の適正を確保するための体制
　当社は、平成27年５月１日開催の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を次のとおり決議い
たしました。

❶	� 当社及び当社グループ会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

■�当社及び当社グループ会社（以下「当社グループ」という）に共通の企業理念、行動指針及び船場グループ
行動規範を定め、企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図っております。

■�当社グループの取締役等が法令及び定款を遵守し、コンプライアンスに基づく職務遂行が徹底して行われる
ように内部統制システムを構築・運用しております。

■�倫理・法令等違反に関する通報体制として、当社グループの使用人等が直接通報・相談する内部通報制度を
整備し、法令及び定款に違反する行為がある場合には、コンプライアンス委員会及び取締役会において審議
し、適切な措置を講じております。

■�業務執行部門から独立した当社の内部監査室が、当社グループに対して定期的に監査を行い、当社の代表取
締役、監査等委員会及び取締役会にその結果を報告しております。

■�社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持
ちません。

❷	当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
■�当社グループ会社に適用する「グループ会社管理規程」を定め、当社の経営企画室をガバナンス責任者とし

て、当社グループ会社の業務及び経営に関する指導・管理・支援を行っております。
■�当社の内部監査室は、業務の適正を確保するために、当社グループの内部統制の有効性及び効率性を調査

し、その結果を当社の代表取締役、監査等委員会及び取締役会に報告しております。
■�当社グループの財務報告の信頼性を確保するために、当社の代表取締役を責任者として、全社的な統制及び

各業務プロセスの統制を整備し、その運用を行っております。

❸	当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
■�当社の取締役は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき「保管文書取扱規程」に従い、必要に応じ

て常時閲覧できるように、適切に保存・管理しております。

21
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❹	当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
■�当社グループに適用する「リスク管理規程」に基づき、当社取締役会において、経営上の重要なリスクにつ

いて把握・分析を行い、対応策の検討とリスクの現実化の防止に努めるとともに、危機発生時には当社の代
表取締役を統括責任者とする危機管理体制を整えております。

■�地震等の自然災害や外的要因に起因する災害の発生時に備えて「危機管理体制マニュアル」を設け、具体的
な対応を定めております。

❺	� 当社グループの取締役、執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
■�当社は、「取締役会規則」に基づき、取締役会を開催し、重要な業務執行について協議・検討しております。
■�当社では、迅速かつ効率的な意思決定と業務執行を行うために執行役員制度を導入し、取締役会が決定した

方針と「権限規程」に基づいて、各執行役員が業務執行を行っております。また、その業務執行の適切性を
確保するために、毎週、執行役員会を開催して進捗管理を行うとともに、重要事項については定期的に取締
役会に報告しております。

■�当社グループ会社は、「グループ会社管理規程」に基づき、職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定そ
の他の組織体制を構築しております。

❻	当社グループ会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
■�当社グループ会社は、「グループ会社管理規程」に基づき、グループ会社の営業成績、財務状況その他の重

要事項について、当社取締役会へ毎月報告を行っております。

❼	当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
■�監査等委員会の決定に基づき、監査等委員会の職務を補助すべき使用人（事務局）として、内部監査室が担

当しております。

❽	� 前号の取締役及び使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立
性に関する事項

■�前号の事務局による補助業務に関する評価は監査等委員会が行い、任命、異動等人事に係る決定事項につい
ては、監査等委員会の事前の同意を得るものとし、監査等委員以外の者からの独立性を確保しております。

❾	� 当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

■�監査等委員会事務局は、監査等委員会の指揮命令に従うものとしております。
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❿	� 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用人が当社の監査等委員会
に報告をするための体制

■�当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員及び使用人（以下、監査等委員以外の者）が、法
令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちにその事実を監査
等委員会に報告すること、また、当社の監査等委員会は、必要に応じていつでも、当社の監査等委員以外の
者に対して報告を求めることができることを周知しております。

⓫	� 当社グループ会社の取締役、監査役等及び使用人、又はこれらの者から報告を受けた者が当
社の監査等委員会に報告をするための体制

■�当社グループ会社についても前号と同様に、取締役、監査役等及び使用人（以下、取締役等）又はこれらの
者から報告を受けた者が、法令等の違反行為等、当社又は当社グループ会社に著しい損害を及ぼすおそれの
ある事実を発見したときは、直ちにその事実を当社の監査等委員会に報告すること、また、当社の監査等委
員会は、必要に応じていつでも、当社グループ会社の取締役等に対して報告を求めることができることを周
知しております。

⓬	� 前２号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

■�当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役等に対し、その報告をしたことを理由に
不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役等に周知しております。

⓭	� 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払、又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用、又は債務の処理に係る方針に関する事項

■�監査等委員会がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払又は償還等を当社に請求した
ときは、その請求内容が監査等委員会の職務の執行に不要であると認められた場合を除き、速やかに処理し
ております。

⓮	� その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
■�当社の監査等委員会に選定された監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するた

め、取締役会のほか、その他の重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、業務執行に関する文書、業績
に影響を及ぼす重要な事項について閲覧できる体制を整備し、取締役（監査等委員である取締役を除く）、執
行役員及び使用人に説明を求めることができる旨を「監査等委員会規則」に定め、周知しております。

■�監査等委員会は、監査の実施に当たり、会計監査人及び内部監査室と緊密な連携を図っております。
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7	 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

8	 剰余金の配当等の決定に関する方針

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであります。

■�取締役の職務執行については、取締役会が法令、定款及び船場グループ行動規範に従って自ら率先して行動
し、コンプライアンスやリスク管理に対応しております。

■�監査等委員は、取締役会や執行役員会などの重要な会議への出席を通じて、また、会計監査人や内部監査室
との積極的な情報交換会を通じて、積極的に発言をする機会を設け、当社の業務の適正を確保するための体
制を確認しております。

■�財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当該財務報告に係るプロセスにおけ
る内部統制の有効性評価を行っております。

■�子会社の内部統制の整備状況は、親会社である当社の内部監査部門が確認するとともに、当社の会計監査人
及び内部監査部門が定期的に監査を行い、改善に努めております。

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要経営目標のひとつとして位置付けており、財務体質や将来の事
業拡大のために必要な内部留保とのバランスを図りながら、毎期の業績に応じた配当を行うことを基本方針とし
ております。
　上記方針に従って、第56期事業年度の剰余金の配当については、平成29年３月3日の取締役会決議に基づき、
１株当たり年間配当金26円といたしました。
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連結貸借対照表（平成28年12月31日現在）
（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （負債の部）
流動資産 15,535,181

現金及び預金 7,134,823
受取手形及び売掛金 5,259,019
電子記録債権 1,598,836
たな卸資産 1,001,483
繰延税金資産 378,206
その他 183,368
貸倒引当金 △20,556

固定資産 2,379,600
有形固定資産 915,036

建物及び構築物 344,731
機械装置及び運搬具 47,328
工具、器具及び備品 69,403
土地 407,876
リース資産 45,696

無形固定資産 128,569
ソフトウエア 126,423
その他 2,146

投資その他の資産 1,335,994
投資有価証券 721,008
差入保証金 266,504
繰延税金資産 342,164
その他 6,809
貸倒引当金 △491

流動負債 7,808,577
支払手形及び買掛金 3,467,177
電子記録債務 2,630,010
リース債務 28,875
未払金及び未払費用 398,461
未払法人税等 312,598
未払消費税等 67,969
前受金 420,696
賞与引当金 319,010
完成工事補償引当金 25,803
工事損失引当金 10,052
繰延税金負債 4,039
その他 123,884

固定負債 1,679,441
長期未払金 148,365
リース債務 21,892
退職給付に係る負債 1,506,598
繰延税金負債 425
その他 2,160

負債合計 9,488,019
（純資産の部）
株主資本 8,678,030

資本金 213,025
資本剰余金 1,179,009
利益剰余金 7,285,995

その他の包括利益累計額 △251,267
その他有価証券評価差額金 222,717
為替換算調整勘定 25,997
退職給付に係る調整累計額 △499,982

純資産合計 8,426,763
資産合計 17,914,782 負債・純資産合計 17,914,782

25
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連結損益計算書（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）
（単位：千円）

科　目 金　額

売上高 27,615,497
売上原価 22,831,751

売上総利益 4,783,746
販売費及び一般管理費 3,068,323

営業利益 1,715,423
営業外収益

受取利息 3,546
受取配当金 9,267
受取手数料 15,064
受取地代家賃 10,678
その他 24,078 62,634

営業外費用
支払利息 8,742
株式公開費用 23,228
為替差損 8,319
地代家賃 6,435
その他 9,832 56,557
経常利益 1,721,500

特別利益
固定資産売却益 4,418 4,418

特別損失
固定資産売却損 11
固定資産除却損 181
移転損失 11,275
災害損失 6,746
その他 433 18,648
税金等調整前当期純利益 1,707,270
法人税、住民税及び事業税 320,880
法人税等調整額 289,093 609,973
当期純利益 1,097,297
親会社株主に帰属する当期純利益 1,097,297
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連結株主資本等変動計算書（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成28年１月１日残高 96,000 95,492 6,293,517 △65,669 6,419,340
連結会計年度中の変動額

新株の発行 117,025 117,025 234,051
剰余金の配当 △104,820 △ 104,820
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,097,297 1,097,297

自己株式の処分 966,491 65,669 1,032,161
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ―

連結会計年度中の変動額合計 117,025 1,083,517 992,477 65,669 2,258,689
平成28年12月31日残高 213,025 1,179,009 7,285,995 ― 8,678,030

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平成28年１月１日残高 232,931 75,194 △429,249 △121,123 6,298,217
連結会計年度中の変動額

新株の発行 234,051
剰余金の配当 △104,820
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,097,297

自己株式の処分 1,032,161
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △10,213 △49,197 △70,732 △130,144 △130,144

連結会計年度中の変動額合計 △10,213 △49,197 △70,732 △130,144 2,128,545
平成28年12月31日残高 222,717 25,997 △499,982 △251,267 8,426,763

27

010_0335901102903.indd   27 2017/02/23   19:59:25



貸借対照表（平成28年12月31日現在）
（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （負債の部）
流動資産 13,122,668

現金及び預金 5,311,983
受取手形 1,080,462
電子記録債権 1,598,836
売掛金 3,717,926
仕掛品 917,219
前払費用 49,644
繰延税金資産 351,675
その他 114,841
貸倒引当金 △19,920

固定資産 2,107,689
有形固定資産 351,625

建物 145,156
構築物 144
工具、器具及び備品 52,006
土地 130,359
リース資産 23,958

無形固定資産 117,753
ソフトウエア 115,698
その他 2,054

投資その他の資産 1,638,309
投資有価証券 635,461
関係会社株式 609,334
関係会社出資金 30,249
差入保証金 248,830
繰延税金資産 111,687
その他 2,923
貸倒引当金 △176

流動負債 6,956,209
支払手形 940,080
電子記録債務 2,630,010
買掛金 1,984,458
リース債務 19,852
未払金 293,170
未払法人税等 256,601
未払消費税等 35,601
未払費用 48,634
前受金 341,684
賞与引当金 264,230
完成工事補償引当金 23,000
工事損失引当金 10,052
その他 108,834

固定負債 819,894
長期未払金 142,247
リース債務 6,872
預り敷金保証金 2,160
退職給付引当金 668,614

負債合計 7,776,103
（純資産の部）
株主資本 7,231,087

資本金 213,025
資本剰余金 1,179,009

資本準備金 117,025
その他資本剰余金 1,061,984

利益剰余金 5,839,051
利益準備金 24,000
その他利益剰余金 5,815,051

別途積立金 2,000,000
繰越利益剰余金 3,815,051

評価・換算差額等 223,167
その他有価証券評価差額金 223,167

純資産合計 7,454,254
資産合計 15,230,358 負債・純資産合計 15,230,358
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損益計算書（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）
（単位：千円）

科　目 金　額

売上高 24,168,084
売上原価 20,315,961

売上総利益 3,852,122

販売費及び一般管理費 2,573,644

営業利益 1,278,478

営業外収益

受取利息 603

受取配当金 9,026

受取手数料 14,993

受取地代家賃 27,294

その他 55,607 107,525

営業外費用

支払利息 5,206

株式公開費用 23,228

地代家賃 13,815

その他 9,192 51,442

経常利益 1,334,561

特別損失

移転損失 11,275

災害損失 4,870 16,145

税引前当期純利益 1,318,416

法人税、住民税及び事業税 231,803

法人税等調整額 306,491 538,294

当期純利益 780,121

29
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株主資本等変動計算書（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成28年１月１日残高 96,000 ― 95,492 95,492 24,000 2,000,000 3,139,750 5,163,750 △65,669 5,289,573
事業年度中の変動額

新株の発行 117,025 117,025 117,025  234,051
剰余金の配当 △104,820 △104,820 △104,820
当期純利益 780,121 780,121 780,121
自己株式の処分 966,491 966,491  65,669 1,032,161
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）  ―

事業年度中の変動額合計 117,025 117,025 966,491 1,083,517 ― ― 675,301 675,301 65,669 1,941,513
平成28年12月31日残高 213,025 117,025 1,061,984 1,179,009 24,000 2,000,000 3,815,051 5,839,051 ― 7,231,087

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計
平成28年１月１日残高 233,110 233,110 5,522,684
事業年度中の変動額

新株の発行 234,051
剰余金の配当 △104,820
当期純利益 780,121
自己株式の処分 1,032,161
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △9,943 △9,943 △9,943

事業年度中の変動額合計 △9,943 △9,943 1,931,570
平成28年12月31日残高 223,167 223,167 7,454,254
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独立監査人の監査報告書
平成29年２月24日

株式会社　船場
取締役会　御中

仰 星 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 山 俊 一 ㊞
業務執行社員 公認会計士 原 　 伸 夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社船場の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの
連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監
査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監
査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結
計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会
社船場及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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独立監査人の監査報告書
平成29年２月24日

株式会社　船場
取締役会　御中

仰 星 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 山 俊 一 ㊞
業務執行社員 公認会計士 原 　 伸 夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社船場の平成28年１月１日から平成28年12月31日
までの第56期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ
って行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

計算書類に係る会計監査人の監査報告

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

32

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

010_0335901102903.indd   32 2017/02/23   19:59:26



監査報告書
　当監査等委員会は、平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第56期事業年度における取締役の職務の執行につい
て監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決
議に基づき整備されている内部統制の体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況に関する報告を定期的に受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施し
ました。
①�監査等委員会が定めた監査等委員会規則に準拠するとともに、当期の基本方針、職務の分担等に従い、会社の内部監

査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし
た。また、子会社については、必要に応じ、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報共有を図り、事業の報
告を受けました。

②�会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③�内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年３月２日
株式会社　船場　監査等委員会
常勤監査等委員 清 水 　 武 ㊞
監 査 等 委 員 松 居 克 彦 ㊞
監 査 等 委 員 長 田 有 喜 ㊞

（注）　‌�常勤監査等委員 清水　武 並びに 監査等委員 松居克彦 及び 長田有喜は会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社
外取締役であります。

監査等委員会の監査報告
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株主総会会場ご案内図

場　　所

東京都港区芝浦一丁目2番3号
シーバンスS館1階  大ホール
TEL：03-6865-1008（代）

交通機関

JR線・東京モノレール

浜松町駅 徒歩 7 分
都営三田線・浅草線

三田駅 徒歩 8 分
都営浅草線・大江戸線

大門駅 徒歩10分

ゆりかもめ

日の出駅 徒歩 3 分

見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサルデ
ザインフォントを採用
しています。

森林に配慮して適切に
管理された森林認証紙
を採用しています。
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